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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づき、書

面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりませ

ん。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の

皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお

送りいたします。

第75期定時株主総会資料

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

●連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」

●計算書類

「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

第75期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

株式会社キムラ
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

（2024年４月１日から
2025年３月31日まで）

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当連結会計年度期首残高 793,350 834,427 13,288,878 △133,042 14,783,612

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △207,657 △207,657

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,184,211 1,184,211

株主資本以外の項目の当
連結会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － － 976,554 － 976,554

当連結会計年度末残高 793,350 834,427 14,265,433 △133,042 15,760,167

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評
価 差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 462,961 81,585 544,547 2,657,306 17,985,467

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △207,657

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,184,211

株主資本以外の項目の当
連結会計年度変動額（純額）

△38,850 △4,863 △43,713 176,611 132,897

当連結会計年度変動額合計 △38,850 △4,863 △43,713 176,611 1,109,452

当連結会計年度末残高 424,111 76,722 500,833 2,833,918 19,094,919

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 1 －
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連結注記表

(1)連結子会社の数 ３社

(2)連結子会社の名称 ㈱ジョイフルエーケー

㈱キムラリース

東洋ガラス工業㈱

　販売用不動産、仕掛販売用不動産

　及びその他の棚卸資産

主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り

下げの方法）を採用しております。

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

建物及び構築物 ３～50年

賃貸用建物 12～47年

賃貸用その他資産 ３～20年

その他 ２～34年

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法）を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　
② 無形固定資産

（リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１. 連結の範囲に関する事項

２. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、株式会社ジョイフルエーケーの決算日は2025年２月20日、東洋ガラス工業株式会社は

2025年２月28日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日と

の間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

３. 会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

① その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

② デリバティブ 時価法

③ 棚卸資産

　商品 当社は移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）を、また連結子会社は主として売価還元法によ

る原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用し

ております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

－ 2 －
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連結注記表

(3)収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①　卸売事業

卸売事業においては、建材販売店、工務店及び建築関連業者等に対し、対価の受領と引き換えに住宅

用資材・ビル用資材等の商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品を引き渡す

一時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡し時点で収益を認

識しております。当社が代理人として商品の販売に関与している収益については、純額で収益を認識し

ております。

②　小売事業

小売事業においては、主にホームセンターにおいて対価の受領と引き換えに商品を引き渡す履行義務

を負っております。当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品に対する支配を

獲得して充足されると判断し、引渡し時点で収益を認識しております。当社が代理人として商品の販売

に関与している消化仕入取引及び他社ポイント制度に係る収益については、純額で収益を認識しており

ます。

(4)重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

③ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

なお、当社は2007年６月に役員退職慰労金制度を廃止してお

ります。

当連結会計年度末の引当金計上額は、現任の役員が制度廃止

までに在任していた期間に応じて計上した額であります。

(5)その他連結計算書類作成のための重要な事項

① 重要なヘッジ会計の方法

イ. ヘッジ会計の方法 特例処理の要件を充たしている金利スワップについては特例

処理によっております。

ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

ハ. ヘッジ方針 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引

を行っております。

ニ. ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップの特例処理によるものは、有効性の評価を省略

しております。

② 退職給付に係る会計処理の方法 退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い

た簡便法を適用しております。

（会計方針の変更に関する注記）

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20

－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項（２）ただし書きに定める

経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更により連結計算書類に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書

類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用

しております。
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連結注記表

担保に供している資産 現金及び預金（定期預金） 11,850千円

建物 2,364,332千円

土地 1,349,385千円

賃貸用建物 112,732千円

賃貸用土地 703,226千円

投資有価証券 17,386千円

計 4,558,914千円

対応債務 買掛金 18,115千円

長期借入金（１年内返済予定

の長期借入金を含む）
1,060,000千円

その他（受入保証金） 79,797千円

計 1,157,912千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 12,212,927千円

(2)再評価を行った年月日 2002年３月31日

(3)再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額

との差額
16,306千円

（会計上の見積りに関する注記）

会計上の見積りにより当連結会計年度の連結計算書類に計上した項目であって、翌連結会計年度の連結計算

書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの

繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　778,731千円（繰延税金負債相殺前）

(2) 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

① 算出方法

将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得に基づき、繰延税金資産の回収可能性を判

断しております。

② 主要な仮定

将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、中期経営計画を基礎としており、主要な仮定は、売上高成

長率と資源価格の高騰等による物価上昇です。物価上昇が続くと消費マインドを冷え込ませ新設住宅着工

戸数に影響を与え、また、販売価格に物価上昇を転嫁出来ない場合、課税所得が減少する可能性がありま

す。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、不確実な経済環境及び会社の経営状況により変動する可能

性があり、見積りに用いた仮定に変化が生じた場合、翌連結会計年度の繰延税金資産の回収可能性に影響

を与える可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

１. 担保資産

３. 土地再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

(1)再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定

めて公表した方法により算定した価額」に、合理的な調整を行って算定しております。

－ 4 －
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連結注記表

普通株式 15,180,000株

2024年６月27日開催の第74期定時株主総会決議による配当に関する事項

配当金の総額 　　 207,657千円

１株当たり配当額 　　　　　　14円

基準日 2024年３月31日

効力発生日 2024年６月28日

2025年６月27日開催の第75期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

配当金の総額 　　 237,322千円

配当の原資 　　　利益剰余金

１株当たり配当額 　　　　　　16円

基準日 2025年３月31日

効力発生日 2025年６月30日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

２. 剰余金の配当に関する事項

(1)配当金支払額等

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については資金運用規程に基づくものに限定し、また、資金調達については

銀行借入による方針であります。デリバティブは、将来の金利・為替の変動によるリスク回避を目的と

しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、販売管理規程に従い、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ますが、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、その全てが一年以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資

金調達であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引(金利

スワップ取引)を利用してヘッジしております。また、これら営業債務及び借入金の金銭債務は、流動性

リスクに晒されておりますが、資金繰計画を作成・更新するなどの方法により管理しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っております。デリ

バティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引で

あり、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどないと認識して

おります。なお、ヘッジ会計の概要は、「(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する

注記)３．会計方針に関する事項(5)その他連結計算書類作成のための重要な事項①重要なヘッジ会計の

方法」に記載のとおりであります。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1) 投資有価証券 1,011,898 1,011,398 －

資産計 1,011,898 1,011,898 －

(1) 長期借入金（１年内返済予定

の長期借入金を含む）
(3,402,500) (3,386,168) △16,331

負債計 (3,402,500) (3,386,168) △16,331

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 21,500

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 1,011,898 － － 1,011,898

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済予

定の長期借入金を含む）
－ 3,386,168 － 3,386,168

２. 金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額21,500千円）は、「(1)投資有価証券」には含

めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、電子記録債権、支払手形

及び買掛金、電子記録債務並びに短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか

ら、注記を省略しております。

(※)負債に計上されているものについては、( )で示しております。

(注)市場価格のない株式等

これらについては、「投資有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(2)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、変動金利に

よる借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理さ

れた元利金の合計額を用いて算定しております。

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ

れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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連結注記表

賃貸収益

（千円）

賃貸費用

（千円）

差額

（千円）

その他

（売却損益等）

（千円）

賃貸等不動産 185,484 79,979 105,505 －

連結貸借対照表計上額 当連結会計年

度 末 の 時 価

（千円）

当 連 結 会 計 年 度

期首残高（千円）

当 連 結 会 計 年 度

増 減 額 （ 千 円 ）

当 連 結 会 計 年 度

末 残 高 （ 千 円 ）

賃貸等不動産 2,235,448 △18,185 2,217,263 3,068,535

卸売事業

（千円）

小売事業

（千円）

不動産事業

（千円）

足場

レンタル

事業

（千円）

サッシ・

ガラス施工

事業

（千円）

合計

（千円）

売上高

　顧客との契約

　から生じる収益
10,210,544 22,295,748 1,121,114 761,035 1,444,080 35,832,524

　その他の収益 － － 417,338 － － 417,338

外部顧客への

売上高
10,210,544 22,295,748 1,538,452 761,035 1,444,080 36,249,862

１株当たり純資産額 1,096円30銭

１株当たり当期純利益 79円84銭

（賃貸等不動産に関する注記）

１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、北海道札幌市その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として

賃貸オフィスや賃貸商業施設を所有しております。

当連結会計年度における賃貸等不動産に関する損益は、次のとおりであります。

２. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２. 賃貸等不動産の当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は不動産取得（26,528千円）であ

り、減少額は減価償却費（44,712千円）によるものであります。

３. 当連結会計年度末の時価は、主に「路線価による相続税評価額」等の指標等を用いて合理的に

調整を行ったものであります。

（収益認識に関する注記）

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）３．会計方針に関する事項(3)収益

及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための基礎となる情報

該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
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連結注記表

期首残高 425,854 千円

有形固定資産の取得に伴う増加 170,588 千円

時の経過による調整額 2,558 千円

期末残高 598,980 千円

（資産除去債務に関する注記）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

連結子会社における販売業務施設の不動産賃貸契約に伴う原状回復義務であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間は20年と見積り、割引率は2.02％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

(3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

－ 8 －
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

（2024年４月１日から
2025年３月31日まで）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計資　本

準備金
資本剰余金
合 計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別　途

積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 793,350 834,500 834,500 95,520 2,300,000 6,007,431 8,402,951 △133,042 9,897,758

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △207,657 △207,657 △207,657

当 期 純 利 益 676,923 676,923 676,923

株主資本以外の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

当期変動額合計 － － － － － 469,265 469,265 － 469,265

当 期 末 残 高 793,350 834,500 834,500 95,520 2,300,000 6,476,697 8,872,217 △133,042 10,367,024

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 462,961 81,585 544,547 10,442,306

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △207,657

当 期 純 利 益 676,923

株主資本以外の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

△38,850 △4,863 △43,713 △43,713

当期変動額合計 △38,850 △4,863 △43,713 425,551

当 期 末 残 高 424,111 76,722 500,833 10,867,858

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

(1)有形固定資産

（リース資産を除く）

建物 ４～50年

構築物 10～20年

車両運搬具 ４～６年

器具備品 ３～15年

賃貸用建物 ７～50年

賃貸用その他資産 ３～20年

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　
(2)無形固定資産

（リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　 子会社株式 移動平均法による原価法

　 その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　 商品 移動平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 販売用不動産及び仕掛販売用不動産 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２. 固定資産の減価償却の方法

(3)リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。

３. 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため､支給見込額に基

づき計上しております。

(3)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

(4)役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

なお、当社は2007年６月に役員退職慰労金制度を廃止しておりま

す。

当事業年度末の引当金計上額は、現任の役員が制度廃止までに在

任していた期間に応じて計上した額であります。

４．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

建材販売店、工務店及び建築関連業者等に対し、対価の受領と引き換えに住宅用資材・ビル用資材等の商

品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において、顧客が当該商

品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡し時点で収益を認識しております。当社が代理人とし

て商品の販売に関与している収益については、純額で収益を認識しております。
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個別注記表

担保に供している資産 現金及び預金（定期預金） 8,850千円

建物 61,676千円

土地 387,319千円

賃貸用建物 116,383千円

賃貸用土地 914,308千円

投資有価証券 17,386千円

計 1,505,924千円

対応債務 買掛金 18,115千円

その他（受入保証金） 79,797千円

計 97,912千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 1,739,864千円

(2)再評価を行った年月日 2002年３月31日

(3)再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額

との差額
16,306千円

仕入債務保証 65,392千円

５. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 43,037千円

長期金銭債権 200,000千円

（会計方針の変更に関する注記）

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）

会計上の見積りにより当事業年度の計算書類に計上した項目であって、翌事業年度の計算書類に重要な影響

を及ぼす可能性があるもの

繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　118,563千円（繰延税金負債相殺前）

(2) 計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結計算書類「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略してお

ります。

（貸借対照表に関する注記）

１. 担保資産

３. 土地再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

(1)再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額の算定するために国税庁長官が定

めて公表した方法により算定した価額」に、合理的な調整を行って算定しております。

４. 保証債務

(1)関係会社の仕入債務に対し債務保証を行っております。
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個別注記表

(1)売上高 442,990千円

(2)仕入高 46,365千円

(3)販売費及び一般管理費 1,289千円

(4)営業取引以外の取引高 84,315千円

普通株式 347,321株

繰延税金資産

未払事業税 11,365千円

賞与引当金 16,416千円

貸倒引当金 258千円

退職給付引当金 78,106千円

役員退職慰労引当金 9,080千円

減価償却超過額 2,560千円

減損損失 35,755千円

その他 19,774千円

繰延税金資産小計 173,317千円

評価性引当額 △54,753千円

繰延税金資産合計 118,563千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △193,226千円

繰延税金負債合計 △193,226千円

繰延税金資産（負債）の純額 △74,663千円

種類
会社等の

名称

議決権等

の所有

（被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社 ㈱キムラリ

ース

所有

100

当社所有

建物賃貸

役員の兼任

資金の貸付

資金の貸付

（注）

200,000 関係会社

長期貸付金

200,000

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し

たことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われる

ことになりました。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税

金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.4％から31.3％に変更し計算しておりま

す。

この変更による当事業年度の計算書類に与える影響は軽微であります。

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）資金の貸付は、市場金利を勘案した利率を合理的に決定しております。
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個別注記表

１株当たり純資産額 732円70銭

１株当たり当期純利益 45円64銭

（収益認識に関する注記）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に関する注記」に同

一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

－ 13 －


